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小林：皆様、改めまして小林でございます。夕方遅い時間にこのようにお集まりいただきまして、誠にありがとうござ

います。 

早速ですが 20中計総括、ならびに 21年度の経営方針について、このような内容でご説明していきたいと思いま

す。 

 

まず 20中計の総括でございますが、第 1番目といたしまして考え方と重点施策についてご説明申し上げます。 

5 ページ目をお開きください。 

こちらの左側にございますように、私どもはこの 20中計において揺るぎない成長の実現、それによる一段上の企業

グループへ進化ということを進めてまいりました。 

その中で、重点施策といたしましては、右側のカラムの中にございますように、事業の強化と変革、グローバル市場で

の拡販推進、そして新事業の開拓加速でございます。 

注力してまいりましたのは、左側にございますような情報通信、電力、そして自動車にかかわる分野でございました。 



 
 

 

2 
 

 

そういう中で、こちらはその業績の推移でございます。 

2017年、私どもは非常に順調な業績を上げ、448億円ということでマイルストンを超えるような状況になりました。

そこでこの状況であるならば、われわれは力が付いた。軸となる事業も成長してきた。 

ならば 550億円を目指そうということで進めてまいりましたが、その後の市場のシュリンク、加えて新型コロナの影響

等を受けました。誠に申し訳ないことに、2020年度の実績は数字にかかわる部分におきましては営業利益、当期

純利益、そして ROE、事業資産営業利益率とも未達でございました。 

ただ、その中でも財務規律を仕上げていくという動きの中で進めてきた結果、NET D/E レシオは 0.79、そして自

己資本比率は 31.2 と、こちらは中計の目標を達成いたしました。 

そういった活動ならびにわれわれの考え方等をご評価いただきまして、本年 3月に信用格付は B格から A格へ

19年ぶりに上がることができました。 
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この中でわれわれが進めてきたこと、これを年表で示してございます。 

この事業資産営業利益率を用いた経営管理の下、構造改革、拠点再編、事業ポートフォリオの見直しをこのよう

に進めてまいりました。 

加えて、下に書いてございますように、適正利益を得られる案件受注の徹底や、付加価値製品の拡販による製品

ミックスの改善に注力することを進めてまいりました。 
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一方、なかなか進まなかったのは、このグローバル市場の拡販推進でございます。 

当初、われわれは日本国内の事業よりも海外が伸びていくという考えを持ち、5,500億円という数字の目標を立

て、進めてまいりました。しかしその途中で中国での安値攻勢、あるいは市場が飽和等々ありまして、海外での売り

が厳しくなってまいりました。 

ただそういう中ではありましたが、グローバルにおいての光ファイバ・ケーブルの供給体制強化、ならびにワイヤハーネス

の受注拡大、供給体制強化はしっかりと進めることができました。 
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同時に私どもが進めたのは、新事業の開拓加速でございます。 

この状況下において、研究費を絞りませんということを私は何回か申しました。やはり新技術を大切にせよと、そして

社会に役立つことをせよというわれわれの基本、その中において特に新技術は筋肉そのものでございます。これが落

ちると後はなかなか続かない。そういう中において進めることを結果といたしまして、この下のほうに書いてございます、

主な新事業、発表済案件にありますようないろいろな案件を出すことができました。 

2019年以降に主たるものは出てまいりましたが、この成果が出始めているのが現実でございます。一層伸ばしてい

きたいと考えてございます。 
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そういう中で、この 10 ページ目にお示ししてございます、素材力とレーザ加工技術の融合により、産業用レーザを

本格事業化したことが、われわれにとっては大きなトピックです。 

左側から年表にございますが、この従来難しいと言われておった純銅の溶接、亜鉛メッキ鋼板の溶接、銅箔の溶

接、こういったことの技術。さらには 20年 6月に発表させていただいた、新レーザ溶接のソリューションによってものを

進めていく考え。これによって、いろいろなことを進めてまいりました。 

結果といたしまして、右下にございますように、産業用レーザ売上見通しは、20年度は落ち込むものの、中長期的

には売上の成長を見込んでいる状況でございます。 
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と同時に、持続可能であるために大切なのは ESG でございます。 

その中でもまずわれわれが取り組んだのは、ガバナンスの部分でございまして、社外取締役、独立性の強化、これを

5人全員を独立に。社外監査役も独立に。女性取締役、ならびに女性監査役を選任させていただき、こういった

構成で進めてございます。 

さらには、ESG全般といたしましては、19年にビジョン 2030 を策定し、20年には国連のグローバル・コンパクトに

署名し、さらに本年度は統合報告書あるいはマテリアリティの特定を進めていくという状況の中で、しっかりと ESG を

ど真ん中に置いて進めていきたいと考えてございます。 
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そういう中でも 20中計のまとめをこちらにお示ししました。 

縦の軸に、事業の強化と変革、グローバル市場拡販推進、新事業の開拓加速をお示ししてございます。（お手元

で）資料を見ている方は 12 ページでございます。 

こちらの成果の部分はさておきまして、課題、今後の取り組みについてお話ししたいと思います。 

一つ、事業の強化と変革につきましては、注力事業の拡大不足がございました。これはいつも皆様方からご心配い

ただいている、情報通信関係でございます。 

一方、今後やっていくことにつきましては、進めてまいりましたが、さらに低採算事業、拠点への対応。それからグルー

プ変革活動。これは人材育成という名の下で進めてございます。これを一層さらに展開していくこと。 

グローバル市場での拡販推進に関しましては、先ほどもお話しいたしましたように、海外売上高の伸長不足がござい

ました。これを伸ばしていく。そのためにも、光ファイバ・ケーブルの事業は、しっかりと拡大していかなければいけないと

考えてございます。 

そして 3番目、新事業の開拓加速。こちらにつきまして、私どもは社会に役立つというパーパスがございます。その中

でも社会課題の解決を支えるという事業、それから社会課題を解決するために活用されるという事業、ここを注力

領域と考え、注力領域として明確化し、進めてまいります。 

まさに本年 4月に発足いたしました実行体制ではございますが、ソーシャルデザイン統括部。ここが新事業、新製

品の創出を加速してまいりたいと思います。 
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そういう中において、われわれのこの中期経営課題、これを進めていく上で大切なのが、マテリアリティ。経営上の重

要課題でございます。 

このビジョン 2030達成に向けた経営上の重要課題を特定することを、この 14 ページで示してございます。 

一つが収益機会でございます。Open, Agile, Innovative、そして多様なステークホルダーとのパートナーシップの

形成によりまして、社会課題解決型事業を創出していく。先ほどお示ししたように、これが始まってございます。それ

を資本効率重視の経営の強化によって、一層効率の向上を進める。 

さらにリスクに関しましては、E、S、G おのおのございますが、これらの基盤を強化することにより、資本コストを低減し

ていく。これらによりまして、三位一体の経営により中長期的な企業価値向上を進めていくことが、われわれの大切

な部分でございます。 
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そのプロセスの考え方として、われわれにとって大切なのはビジネスモデル。この強みでございます。 

この四つのコア技術、メタル、ポリマー、フォトニクス、高周波。このコア技術、これの特定市場に限定されない開発

力、提案力によって、さらに強めていく。それらによって、新しいビジネスモデル、強みを強化し、結果として社会課題

解決型事業の創出、成長を進めていく。 

さらには一方、先ほどお話ししたように、資本効率を意識した事業の強化と変革を進めることによって、情報、エネル

ギー、モビリティの収益安定化、融合社会への貢献ということを一層進めていきたいと、このように進めてございます。 
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さて、次期中計の策定に向けてということでございます。 

昨年のコロナの時期、私はなんとしても勝ち残るというキーワードで全社を鼓舞いたしました。生き残りではなく、勝ち

残るのです。 

その中において、この状況下において中途半端な中計はつくれない。なんとしてもしっかりと守り抜くような中計にした

い。そのために 21年度ではなく 22年度の春に発表することを決断いたしました。 

ただ、それを実現していくためにも 21年度は事業の変革、そして新規事業の立上げ、育成強化、資本効率重視

経営の強化を進め、力ある会社に成長させて次を迎えることを決めました。 
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さて、そういう中で主要事業の成長に向けた戦略について、お話ししていきたいと思います。 

17 ページからのご説明になりますが、右側の少し黄色く塗った部分に社会課題と書いてございます。先ほどお話し

したように、社会課題の解決、これを支える。社会課題の解決に活用されるというキーワードで、全てを考えてござ

います。 

まずここにおきましては、5G、ビヨンド 5G の進展、通信トラフィックの増大といった部分。この社会課題、これにより

まして通信基地局やデータセンターなどの通信インフラの成長を、様々な製品で支えることをしていきたいと進めてご

ざいます。 

すなわち、情報通信、機能製品、エネルギーインフラ、電装エレクトロニクス材料等々による事業によって、実現して

まいりたいと思います。 
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そして、その中で特に課題となってまいりますのは、大変いつもご心配いただいておりますこの光ファイバ・ケーブル。こ

の欧米での事業強化、収益拡大、これをどう進めるんだということかと思います。 

昨年、コロナの影響によって、下のほうに書いてございますように、出勤率の低下等により、工場全体のスキルアッ

プ、生産性改善に苦戦いたしました。目標とした収益は未達でございました。ただ、ワクチン接種が進むことによりま

して、出勤率の改善も期待してございます。日本からの技術支援も継続してございます。 

こういったことによりまして、増産推進、従業員教育の充実、これらにより、右側のグラフにございますように、北米の

光ファイバ出荷数量見通しは 20年度に対して 2割以上、北米の光ケーブル売上高見通しも 20年度に対して

2割以上という状況でございました。ローラブルリボンの製品技術も向上していく見通しでございます。 

そういう中で上の段に書いてございますように、しっかりといわゆる北米・中南米、AMERICAS での収益拡大を加

速する。そのために生産性、コスト競争力の向上、製品ポートフォリオの充実、ソリューション・サービスの拡大といっ

たことを進めてまいります。 
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もう一つは、データトラフィック増大に応える情報通信インフラ事業でございます。 

まさに今、5G というところで多重接続等々、いろんな課題に直面してございます。これが IOWN と予想される社会

に向かって、光と電子との融合、ビヨンド 5G あるいは 6G という社会に向かっていきます。 

今いまにおいては、このデータセンターの寄与、あるいは長距離向けから今後は中短距離向けへの製品も展開する

意味においての、波長可変光源。この ITLA の重要度がますます増してまいります。 

この需要拡大に向け増産対応に必死でございますが、左の下の図にございますように既存の製品は、これはどんど

ん、どんどん高出力側、あるいは次世代品に代わってまいります。そして売上見通し、数量見通しはこの図のように

上がってまいります。 

21年度、一番上には次世代製品の上市品が載ってございます。これらを伸ばしてまいりたいと進めてまいります。 
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その次が、再生可能エネルギー関連事業への注力です。 

この解決すべき課題は、脱炭素社会の実現、そしてインフラ強靭化の実現でございます。 

これらにつきましては、この再生可能エネルギー最大限導入という方針の下、日本では洋上風力中心に導入が拡

大してまいります。太陽光発電を含む成長市場に対し、製品を提供していきます。 

エネルギーインフラ関係、機能製品関係はもとより、電装エレクトロニクス材料、ケーブル用の銅条でさらに貢献して

まいりたいと思います。 

不思議に思われた方もいるかもしれませんが、この 20ページに書いてございますケーブル用銅条、これはいわゆる

遮蔽条でございます。電力ケーブルには必ず遮蔽条という銅のテープが巻いております。こちらは電線メーカーが違う

のも、私どもは供給させていただいている非常に重要な部材でございます。こういったものを含めて貢献してまいりま

す。 
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その中で、本日参議院で可決成立いたしました、改正地球温暖化対策推進法。これに関しまして、太陽光発電

の拡充、洋上風力発電の増強、CO2 を地中に貯蔵する等々のミッションが明らかになりました。 

そういう意味において、この 21 ページ右側の上の図をご覧ください。青のヒストグラムは全需でございます。こちらも

今の読みの段階で、19年、20年実績、23年、25年と伸びていくと読んでございます。われわれのシェア 50%

以上というのは、左側の打点、当社受注を見ていただいてもお分かりいただけると思います。 

こういったような状況から、国内再生可能エネルギー用の海底線売上は、4倍以上と見越してございます。そのた

めに進めてございますのが、左側のカラムに書いてございます受注活動であり、生産能力であり、工事施工能力で

あり、技術開発です。 

一つ左の下にケーブル巻き取り用ターンテーブルの写真がございます。これは国内最大級の 6,000 トン級を巻くも

のでございますが、私どもはこの 18年から 25年の 8年間で 150億の投資をする中におきましては、これよりもさ

らに重量の大きなターンテーブルの設置を進めてございます。さらに右側、従来ですと 300 メートルという深海ケーブ

ル、これを 1,500 メートルまで耐えることを進めてございます。これはまさに浮体式の洋上風力をつくる場合のことを

意識しています。より深い状態、日本の海岸線は突然深くなります。ヨーロッパと違って、遠浅の中での洋上風力で

はございません。そういったものに応えていくために、この深海のケーブルを開発している状況でございます。 

もう一つ出てきますのは、先ほどあった CO2 を地中に貯蔵するというのがございます。実は私ども、いわゆる深層水

をくみ上げるホース、これは非常に高い技術を誇ってございまして、いろいろとお使いいただいています。これが CO2

の貯蔵用に展開できるということで進めてございますので、こちらもわれわれにとって事業機会になってくるので進めて

おります。 
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次の課題、これは脱炭素社会の実現、強靭な交通インフラ整備。交通事故の削減にかかわるものです。 

これによりまして、こちらにございますようにアルミのワイヤハーネスをはじめとした自動車部品関連、あるいはその下に

ございます電装エレクトロニクス材料関係、これらによって地球環境配慮と安全対応の要請に対して応えていくこと

を進めていきたいと思います。 
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まさにそういう中において、次にありますように軽量化に応えるアルミハーネス受注拡大と、安全を支える周辺監視レ

ーダの用途展開を進めてございます。 

まず左側でお話しいたしますと、毎回数字が変わっていまして恐縮なのですが、ワイヤハーネスに関していいますと

25年には 8社、88車種に増加する見通しです。アルミ比率もどんどん増えていくという見通しでございまして、わ

れわれはしっかりとここに寄与していきたいと考えてございます。 

また周辺監視レーダ。古河電工グループのレーダが国産車で初めて載ったということは、これまでもお話ししてまいり

ました。このレーダの特徴は、悪天候の影響を受けにくいことでございます。この特徴を生かし、農機、建機、交通イ

ンフラ等の新しい用途へ拡販が進んでございまして、既に 6月より納入を開始してございます。 

車載向けに関しましても、小型化、高性能化、これらの開発によりまして、さらなる受注を目指していきたいと考え

てございます。 
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加えて、既に発表させていただきました、この産業用レーザ技術です。 

こちらは共創させていただいてございます、日亜さん、NITTOKU さんも書かせていただきました。まさにこの共創によ

りまして、バリューチェーン全体を押さえているのが大きな特徴でございます。 

それによって、先ほどお話ししたようないろんな溶接技術、加えて、下に書いてございますようなわれわれの持っている

素材、そういったレーザ発振器とレーザ加工技術。これらを用いることによりまして、右側にございますハーネス軽量

化等による自動車の軽量化、燃費向上。リチウムイオン電池の大容量化、そして xEV モータの小型化といったこと

を実現していきます。これらによって、生産工程の効率化、電動化、軽量化を加速することがわれわれのミッションと

考えて進めていきたいと考えております。 
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それでは 21年度の経営方針について、このような題目でご説明していきたいと思います。 

考え方といたしまして、先ほどお話しさせていただいたように 25中計の準備であります。25中計を確実に実現でき

るために、力ある状態に持っていくことが大切です。 

事業の変革、そして新規事業の立上げ・育成強化、資本効率重視経営の強化でございます。 
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こちらは、これまでの流れを含めたものを書かせていただいております。低採算・非コア事業への対応と他社との協業

も含めたいろんなポートフォリオの見直しを継続してまいります。 

まず左側、低採算・非コア事業への対応でございますが、既にこういったもの、左に書いているものは実施済みでご

ざいます。ただ今現在含めまして、検討または着手済みのものもいくつかございます。 

また右側、新事業立上げ・育成、注力事業強化でございますが、こちらも直近ずいぶんいろんなものを発表させて

いただいていますが、まだ検討、着手済みのものはございまして、これからも進めてまいりたいと思います。 
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さて、そういう中で、新規事業立上げ・育成強化でございますが、これはのべつまくなし何でもかんでもやろうとしてい

るわけでは全くございません。 

私たちは基本理念、世紀を超えて培ってきた素材技術を核として、絶え間ない技術革新により真の持続可能社

会に貢献するんだと、そのことを何をしてやるか。これは人と社会基盤の健康を守り、成長を支えることに刺さらなけ

ればいけない。 

じゃあ、それは何なんだ。それは、まず一つ目は、コア技術を生かし、今までと違う市場で、かつ今言った目的、パー

パスに合った事業となることです。二つ目は、先ほどもファイバレーザでもありました、古河がいないと成立しない、特

別に調整されたバリューチェーン、これを構築しているか。三つ目は、製品の生まれから使用後までを考えたエコシス

テムができるか。そして 4番目、しっかりとした障壁がつくれるか。5番目、規模は追わないんですけれども、市場見

合いの規模にはマッチさせる。お客様とともに、顧客とともにサステナブルである。 

こういったフィルターをまず通します。その上で通ってきたのが、今からご説明するものでございます。先ほどお話しした

産業用レーザしかり、そして右側に示してございますバイポーラ型の蓄電池でございます。 

こちらはスケジュールどおり今現在、進んでございます。まさにこの中で一つわれわれとして大きく皆様にお話ししたい

のは、このバイポーラ蓄電池、エコシステムという意味におきましては、鉛はご承知のとおり、非常にリサイクル率が高

うございます。逆にいいますと、今いま定置式で入っている鉛の蓄電池、これから 2機分のバイポーラ型の蓄電池が

できます。そして、それがまた寿命になったらば戻ってきて再生して入っていくという体で、エコシステムが完成している

状況でございます。 
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次が、これが直近発表させていただきました、ライフサイエンス事業でございます。 

私どものコア技術であるフォトニクス技術の中でも、特にこの、光で見つける、測る、焼く、このキーワードにマッチする

のは何なのか。いろんなかたちで探索してまいりました。 

そういう中でアトナープ様とのパートナーシップ、これはまさにおととい発表させていただいたように、光によって痛くな

い、傷を付けないで血糖値を測るという技術でございますが、こういったものを進め、強化していくということでございま

す。 
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さらにはこちらも、古河さんがなぜふん尿ということをいわれますが、まさにコア技術なんです。 

メタルとポリマーのコア技術。これを発展させていった結果としてのふん尿でございまして、こちらもふん尿からクリーンガ

スをつくる。 

そのエネルギーで農場でのいろんな機械のエネルギーと化す。あるいは災害時のエネルギーにする、この地域の一般

家庭のエネルギーにするといったことによるエコシステムをしっかりつくっていきたいと考えてございます。 
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さて、もう一方では新規事業の探索でございます。 

これも、宇宙領域の話、社会インフラの話、一次産業の話がございます。 

31 ページに示してございますが、これは地上インフラの構築で培ったコア技術、これを宇宙空間で活用できないかと

いうことから始まってございますが、逆にいいますと宇宙空間で活用される技術を、地上の社会課題にも適用してい

こうと思っております。 

一方、社会インフラ、維持管理活動による DX の推進等々はまさにこれから、今既に始まってございますが、いろい

ろ伸ばしていきたいと考えているものでございます。 
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さて、それらを実現していくために大切なのは、この資本効率重視経営の強化でございます。 

ESG の話をしていても、何よりもまずしっかりとした資本効率重視経営が重要です。私どもは 20中計においては、

事業資産営業利益率によりまして、低採算事業の特定、その時系列でフォローを進めてまいりました。 

ただ、いろいろ進める中でここに左側に書いてございます課題、資本コスト、WACC との対比が困難だねと。企業

価値を意識した目標管理が困難だね。事業ポートフォリオ転換の動機づけとしては弱いねという課題を見出しまし

た。 

そこで種々検討いたしまして、投下資本利益率、いわゆる ROIC、それと投下資本付加価値額、われわれは

FVA といいます。これによってしっかりと資本コストに基づく目標管理、企業価値重視の事業ポートフォリオ管理、部

門活動と企業価値の紐づけをすることによって、真に持続可能で常に利益が出ていく。スプレッドがある状態をつくっ

ていこうじゃないかということで、今、考え方を変え、これによってどのように管理していくかを進めてございます。 

どのような状態になっていくかは、いわゆる次期中計、来年の 5月になってしまいますが、そこでお話ししていきたいと

思います。 
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もう一つ大切なガバナンスの強化の中の一環としての、この政策保有株式の縮減のことでございます。 

33 ページの左側の図がそうでございますが、15年から 20年に向けて、まず折れ線グラフ、こちらは銘柄数でござ

いますが、34銘柄から 17銘柄、半減いたしました。株価の状況から時価影響につきましては 20年度は上がっ

てしまいましたが、取得価額を見ていただければ、このように縮減している状況がございます。 

こちらにつきましても、今後も保有意義、保有効果等の観点からしっかりと適否を判断し、進めてまいりたいと思いま

す。 
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さて、これらを自信を持って進めていく、この力がまさにグループ変革の活動でございます。 

34 ページに私どもの活動の状況を示してございますが、19年度から始めましたこのグループ変革本部の活動、左

側にやり切る組織力の強化、ビジネス・ものづくりの強化、アジャイルなマネジメントの強化がございます。 

これはまさに人材育成です。ですから、この活動の中でわれわれはリーダーシップの強化、やり切る組織力のほうに

書いてございますが、これを鋭意進めてございました。 

20年度、コロナによりましてリモートワークが一気に進みました。リモートワークにおいて一番課題になるのはコミュニ

ケーションロスです。コミュニケーション不足になることによって、メンタルの問題等々が起き、よく聞きます。 

当社の本社の出勤率が一番厳しいときは 6%でした。そういう状況の中、このリーダーシップ教育の結果といたしま

して、密なコミュニケーションをとりました。私どもは例年以上に、このメンタルヘルスにかかわる罹患率が下がる状況に

なりました。まさにこのグループ変革本部の一つの成果だと思ってございますし、この結果として前々からお話ししてい

ますように 19年、20年で 100億円近いいろんな改善効果を発現することもできました。 

ただ、われわれはまだまだこれを進めなければいけないということで、右側にございますように、21年度からは対象事

業、拠点の拡大を進めてございます。新事業立上げも一部適用してございます。目標達成までのタイムスパン、こ

れを広げた新中計への適用も考えてございます。 

ぜひ期待いただきたいと思います。 
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さらには ESGの加速、気候変動に対する取り組みも進めてございます。 

マテリアリティに関して、収益機会に関しては、主な取り組みといたしましてはやはりカーボンニュートラル、それを支え

る事業、製品の拡大。カーボンニュートラルに活用する技術開発と事業化。カーボンニュートラルに向けたロードマッ

プの策定、リスクに関しましては策定ならびにステークホルダーとの共創、情報開示の推進を進めてございます。 
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これはその一つの例でございますが、まさに加速している状況でございます。 

製品の使用例といたしましては、こちらはアルミのワイヤハーネス、あるいはリチウムイオン電池用銅箔、こういったもの

によるものを掲げてございますが、まさに水力発電を使う、太陽光発電を伸ばす、使用料を増やす。地熱発電、太

陽光発電といったものを活用する等々によりまして、入り側のエネルギーをいかに再生可能エネルギーにしていくかと

いうことを鋭意進めてございます。 

現状、私どもの再生可能エネルギー使用率は国内で 18%でございます。国内平均が 16%といわれてございます

ので、今既に高うございますが、今年もいくつかの事案を進めることによって、さらにこの率を上げていこうと進めてござ

います。 
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われわれ、こういった活動を常に理念に従って進めてございます。 

まさに、従業員を大切にせよ、お客様を大切にせよ、新技術を大切にせよ、そして、社会に役立つことをせよと。こ

れはファウンダーである古河市兵衛が残した言葉でございますが、SDGs にどんぴしゃでございます。 

これを原点として、これを紡ぎながら、そして社会に役立つことをすることを目指して進めてまいりたいと思います。 

以上でございます。ありがとうございました。 


